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人事行政の運営等の状況の公表 
 

 

 

 

 

 

 

【公表事項】 

 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

２．職員の給与の状況 

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

４．職員の分限及び懲戒処分の状況 

５．職員の服務の状況 

６．職員の研修の状況 

７．職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年 ９ 月 

美 郷 町 
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１．職員の任免及び職員数に関する状況 

 

１．平成２０年度実施職員採用試験による採用者数                      （単位：人） 

区分 行政職 計 

平成２１年４月１日採用者数 ４ ４ 

 

２．平成２０年度職種別事由別退職者数                             （単位：人） 

職種 定年退職 勧奨退職 
その他 

計 
普通退職 分限免職 懲戒免職 失職 死亡退職 

行政職 １１ ２ - - - - - １３ 

単純労務職 ３ - - - - - - ３ 

計 １４ ２ - - - - - １６ 

 

３．職員数                                     各年度４月１日現在（単位：人） 

 

部 門 

職員数 対前年 

増減数 平成２１年度 平成２０年度 

普通会計 

一般行政部門 

議 会 ３ ３ - 

総 務 ６３ ５４ ９ 

税 務 １３ １５ ▲２ 

労 働 - - - 

農 水 １８ ２１ ▲３ 

商 工 ８ １０ ▲２ 

土 木 １３ １４ ▲１ 

民 生 ５５ ５９ ▲４ 

衛 生 １３ １５ ▲２ 

一般行政部門計 １８６ １９１ ▲５ 

教 育 ６２ ６７ ▲５ 

普 通 会 計 計 ２４８ ２５８ ▲１０ 

公営企業等 

会計部門 

水 道 ３ ３ - 

下水道 ２ ２ - 

その他 ６ ７ ▲１ 

公営企業等会計部門計 １１ １２ ▲１ 

総  合  計 ２５９ ２７０ ▲１１ 

※教育長を除く                                      『地方公共団体定員管理調査』から抜粋 
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２．職員の給与の状況 

 

１．人件費の状況（平成２０年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

(H21.3.31) 

歳 出 額 

(Ａ) 
実質収支 

人 件 費 

(Ｂ) 

人件費率 

(B/A) 

Ｈ１９ 

人件費率

人 

２２,７２０ 

千円 

１１,７３０,６０６ 

千円

８４,５０１ 

千円

２,１６５,９７４ 

％ 

１８.４６ 

％

１９.０８ 

※人件費には特別職に支給される給与、報酬等を含む                     『地方財政状況調査』より 

 

 

２．職員給与費の状況（平成２１年度一般会計当初予算） 

職員数 

（Ａ） 

給  与  費 一人あたり給与費

（Ｂ/Ａ） 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

２５４人 ９３６,６６５千円 １１７,５６７千円 ３７８,１３０千円 １,４３２,３６２千円 ５,６３９千円 

※職員数及び給与費には教育長を含む 

※職員手当には退職手当は含まない                            『平成２１年度給与費明細書』より 

 

 

３．一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

標準的な 

職務内容 
主事 主任 主査 

所長、班長 

上席主査 

課長、室長、 

局長、参事 
主幹 

職員数 １６人 ３０人 ４６人 ４２人 １８人 - 

構成比 １０.５％ １９.７％ ３０.３％ ２７.６％ １１.８％ ０.０％ 

 

 

４．職員の給料の状況（平成２１年４月１日現在） 

 
一般行政職 単純労務職 

大学卒 高校卒 高校卒 

初 任 給 １７２,２００円 １４０,１００円 １３７,２００円 

採用２年経過日 給料額 １８４,２００円 １４８,５００円 １４５,５００円 

経験年数 

経験年数１０年 ２４３,３００円 ２０３,９００円 － 

経験年数１５年 ２９３,８００円 ２４８,３００円 ２１８,０００円 

経験年数２０年 ３１６,１００円 ２９５,０００円 ２６６,５００円 

 

一般行政職 単純労務職 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

３１１,８８６円 ４２.５歳 ２９５,４５１円 ５０.３歳 
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５．職員手当の状況（平成２１年４月１日現在） 

■期末手当・勤勉手当 

【支給割合】 ６月期 １２月期 計 

期末手当（※） １.４０月 １.６０月 ３.００月 

勤勉手当（※） ０.７２５月 ０.７２５月 １.４５月 

（※）職務上の段階、職務の級等に応じ、５％～１５％の加算措置あり 

一人あたり平均支給額（平成２０年度） １,４９２ 千円   

 

■退職手当 

【支給率】 勤続２０年 勤続２５年 勤続３５年 最高限度 

自己都合 ２３.５０月分 ３３.５０月分 ４７.５０月分 ５９.２８月分 

勧奨・定年 ３０.５５月分 ４１.３４月分 ５９.２８月分 ５９.２８月分 

※定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）あり 

一人あたり平均支給額（平成２０年度退職者の平均支給額） ２２,０３４ 千円   

 

■地域手当 

支給対象地域 支給率 

東京都特別区 給料・扶養手当等の合計額の１７％ 

 

■特殊勤務手当 

支給実績（平成２０年度決算） ４４７ 千円 

支給職員一人あたり平均支給年額（平成２０年度決算） ２９,８２０円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２０年度決算） ５.５％ 

 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員への支給単価

町税事務従事手当 町税事務従事職員 
町税徴収のための 

屋外勤務 

１日につき    ７００円

１日４時間未満 ３５０円 

防疫等作業従事手当 防疫等作業従事職員 防疫等作業に従事 
１日につき    ３００円

１日４時間未満 １５０円 

用地買収業務従事手当 用地買収業務従事職員 
用地買収のための 

屋外勤務 

１日につき    ７００円

１日４時間未満 ３５０円 

 

■時間外勤務手当 

平成２０年度決算 
支給実績 ２３,２５２ 千円 

職員一人あたり平均支給年額 ８５ 千円 

平成１９年度決算 
支給実績 ３３,１４３ 千円 

職員一人あたり平均支給年額 １２３ 千円 
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■その他の手当 

 

平成２０年度決算 

手当名 支給実績 支給職員一人あたり平均支給年額 

扶養手当 ３０,６６３ 千円 ２１９,０２１円 

住居手当 ２,８３６ 千円 １１３,４６０円 

通勤手当 １２,９３７ 千円 ５４,３５７円 

管理職手当 ８,４１６ 千円 ３２３,６９２円 

管理職員特別勤務手当 ２８ 千円 ２８,０００円 

単身赴任手当 ― ― 

宿日直手当 １,０６２ 千円 ７,８７１円 

寒冷地手当 １７,２３３ 千円 ６４,３０３円 

 

扶養手当 

配偶者 １３,０００円 

配偶者以外の扶養親族 ６,５００円 

配偶者の無い職員の扶養親族のうち１人目 １１,０００円 

満１６歳年度当初から満２２歳年度末までの加算 ５,０００円 

住居手当 
借家（限度額） ２７,０００円

自家（新築から５年間） ２,５００円

通勤手当 
交通機関等利用（限度額） ５５,０００円

交通用具（自動車等）利用（限度額） ３８,１００円

管理職手当 

総務課長 ４８,０００円 

課長・室長・局長 ３２,０００円 

参事 ２０,０００円 

施設の長 １２,０００円 

管理職員特別勤務手当

管理職員が臨時または緊急の必要により 

週休日・休日等に勤務した場合に支給

（勤務時間が６時間を越える場合は１５０％を乗じた額）

勤務１回   ８,０００円 

単身赴任手当 
異動などに伴い転居し止むを得ない事情により 

配偶者と別居し単身で生活する職員等に支給

２３,０００円 

（住居間の交通距離に応じて加算あり）

宿日直手当 宿日直を行った職員に支給 勤務１回  ４,２００円 

寒冷地手当 

世帯主で扶養親族のいる職員 １７,８００円 

世帯主で扶養親族のいない職員 １０,２００円 

その他の職員 ７,３６０円 



6 
 

６．特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在） 

給 料 

町  長 月 額   ８１６,０００円 

副町長 月 額   ６０５,０００円 

教育長 月 額   ５４３,０００円 

報 酬 

議  長 月 額   ２８８,０００円 

副議長 月 額   ２６４,０００円 

議  員 月 額   ２５５,０００円 

期末手当 

町長・副町長・教育長 
支給割合  ６月期  １.６０月分 

支給割合 １２月期  １.７０月分 

議長・副議長・議員 
支給割合  ６月期  １.６０月分 

支給割合 １２月期  １.７０月分 

算定方法  給料等×１.１５×期別支給割合×在職期間割合 

※教育長は常勤の一般職に属すが、給与及び勤務時間その他の勤務条件については他の一般職の職員とは 

別に条例で定めがあるため参考として上記に計上している 

※期末手当は『美郷町町長及び副町長の給与及び旅費に関する条例』『美郷町教育委員会教育長の給与及び 

  勤務時間等に関する条例』『美郷町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例』に基づき、上記の算 

  定方法で支給される 

※町長及び副町長、教育長には上記のほか通勤手当及び寒冷地手当が支給される 
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３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

１．勤務時間の状況 

正規の勤務時間 勤務開始時刻 勤務終了時刻 休憩時間 

一週間 ４０時間 午前８時３０分 午後５時１５分 午後０時１５分から午後１時まで 

※各役場庁舎以外の勤務場所では上記と異なる勤務形態になることがある 

 

２．休暇の状況（主なものを掲載） 

区分 内容 備考 

年次有給休暇 
１年につき２０日 

（残日数は２０日を上限に翌年に繰り越し可能） 
有給 

組合休暇 
職員が登録された職員団体の業務・活動に従事する場合 

→  １年につき３０日 
無給 

病気休暇 

負傷または疾病のため療養する必要がある場合 

→その勤務しないことがやむを得ないと認められる 

場合で、医師が必要と認めた期間 

有給 

（９０日（特定疾患等の場

合は１８０日または２７０

日）を越えると給料半減）

特別休暇 

結婚休暇 ５日間 

有給 

出産（産前） 産前６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内 

出産（産後） 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間 

育児時間 １日２回それぞれ３０分以内の期間 

妻の出産 

妻が出産するため病院に入院する等の日から当該出

産の日後２週間経過日までにおける２日の範囲内の

期間 

子の看護 １年において５日の範囲内の期間 

忌引 続柄に応じて１～７日以内 

休暇 
当該年度内の週休日、休日及び代休日を除いて原則

として連続する３日の範囲内の期間 

介護休暇 

配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者

で、負傷、疾病または老齢により規則で定める期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするた

め勤務しないことが必要と認められる場合 

→  連続する６月以内の必要な期間 

無給 
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４．職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

１．分限処分 

■分限処分とは 

分限処分とは公務能率維持を目的として本人の意に反して行う不利益処分です。 

勤務実績が良くない場合や心身の故障の場合など地方公務員法に定める事由においてのみ行われます。 

 

■分限処分件数（平成２０年度） 

降任 免職 休職 降給 計 

０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

２．懲戒処分 

■懲戒処分とは 

懲戒処分とは職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持

することを目的とした制裁的な処分であり、法令に違反した場合や職務上の義務に違反しまたは職務を怠った

場合など地方公務員法に定める事由においてのみ職員に対し行われます。 

 

■懲戒処分件数（平成２０年度） 

戒告 減給 停職 免職 計 

１ ０ ０ ０ １ 

 

 

５．職員の服務の状況 

 

１．年次有給休暇取得状況（平成２０年１月 1 日～平成２０年１２月３１日） 

総付与日数 

Ａ 

総使用日数 

Ｂ 

使用率（％） 

Ｃ（Ｂ/Ａ×１００）

対象職員数（人）

Ｄ 

一人あたりの 

平均使用日数 Ｅ（Ｂ/Ｄ） 

１０,３４０ ３,１２１ ３０.１８ ２６４人 １１.８２ 

※平成２０年１２月３１日現在在職職員（長期休職者、派遣職員等は除く）の状況 

※使用日数は個人ごとに端数時間部分を日数に切り上げしている 

 

 

２．育児休業等・介護休暇取得状況（平成２０年度） 

 
育児休業 部分休業 介護休暇 

取得可能者数 取得者数 取得率（％） 取得者数 取得者数 

男 ６ ０ ０％ ０ ０ 

女 ５ ５ １００％ ０ ０ 

※育児休業取得可能者数とは平成２０年度に新たに育児休業の取得が可能になった職員数 

※育児休業取得者数とは平成２０年度に新たに育児休業を取得した職員数 
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６．職員の研修の状況 

 

区分 研修名 人数 備考 

必須研修 

「新規採用職員研修」 

「主事・技師級研修」 

「主任級研修」 

「監督者級研修」 

「管理者級研修」 

３ 

５ 

６ 

２０ 

５ 

秋田県町村会 

主催による研修 

指定研修 

「NPO とのパートナーシップ」「政策法務」 

「まちづくり・地域づくり」「発想力向上」 

「ロジカル・シンキング」「クリティカル・シンキング」 

「プロジェクトマネジメント」「ふるさと景観・観光学」 

「行政に活かせる経済知識」「タイムマネジメント」 

「リスクマネジメント」「企業と自治体の財務の見方」 

「住民ニーズ調査法」「地方財政」「民法」 

「図解表現技術」 

「マーケティング手法を活かした政策の立て方」 

「業務改善」 

「政策形成」 

「法務能力向上」 

「行政法基礎」 

「文章力向上」 

「情報の収集・選択・整理術」 

「公共施設のマネジメント」 

「コーチング」 

「クレーム対応力」 

「プレゼンテーション技術」 

「ファシリテーション」 

「メンタルヘルス・ケア法」 

「折衝力・交渉力向上」 

「経営戦略研修」 

「キャリア開発研修（女性職員）」 

「公会計整備実務リーダー」 

 

 

 

 

各１ 

 

 

 

２ 

３ 

３ 

２ 

２ 

６ 

２ 

２ 

３ 

６ 

２ 

２ 

３ 

２ 

４ 

４ 

３ 

秋田県自治研修所

主催による研修 

 

（県・市町村合同 

研修を含む） 

特別研修 

派遣研修 

「JKET 指導者養成研修」 

「接遇研修指導者養成研修」 

「納税専門研修」 

「次世代育成支援行動計画後期策定」 

「市町村職員海外研修」 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

財団法人等主催 

の研修を含む 
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７．職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

１．職員の福祉の状況 

■職員の健康診断の状況（平成２０年度） 

区分 受診者数 

定期健康診断 ２７０ 

※人間ドック受診を含む 

 

■公務災害の発生状況（平成２０年度） 

区分  
申    請 

うち認定 うち不認定 うち継続審議 

公務災害 ０ ０ ０ ０ 

交通災害 ０ ０ ０ ０ 

 

■職員の福利厚生事業の状況 

町では県内１８市町村などで構成する秋田県市町村職員互助会に委託し、福利厚生事業を実施しています。 

 

 

２．利益の保護の状況 

町では地方公務員法に基づいて、職員の勤務条件に関する措置要求の審査、不利益処分についての不服

申立ての審査等について秋田県人事委員会に事務を委託しています。 

 

■勤務条件に関する措置の要求の状況 

平成１９年度末 

係属件数 

平成２０年度中 

要求件数 

平成２０年度中処理件数 平成２０年度末 

係属件数 却下 判定 

０ ０ ０ ０ ０ 

 

■不利益処分に関する不服申立ての状況 

平成１９年度末 

係属件数 

平成２０年度中 

要求件数 

平成２０年度中処理件数 平成２０年度末 

係属件数 却下 判定 

０ ０ ０ ０ ０ 

 


